
 
1/5 

平成 16 年 10 月 1 日 

渡辺穰二1 

日本の「人基準」経営への挑戦； COFIX（Compensation Fairness Index）は、役立つか？ 

 

１． 日本の競争力低下 

 

私は、８０年代の後半に日本経済の優位性を誇らしく思いながら、米国のビジネススクールで学んだが、９０

年代以降の日本経済の凋落ぶりに驚かざるをえない。８０年代は、日本の脅威(Japanese Menace）と言われ

て日本の産業が世界を圧倒するような印象があった。しかし、９０年代になると金融、建設、製造業に至るま

で競争力が急落している。スイスの IMD（国際経営開発研究所）による評価でも日本の総合的競争力は、90

年代初めまでのトップクラスが、60 の国と地域のうち 20～30 番に落ちてしまった。 

 

暗い一面として日本の自殺者数割合（総務省「世界の統計 2004 年」）は、人口 10 万人当たり 24.8 人とロシ

ア、ハンガリー、ウクライナなどに次いで、世界の第４位にある。長い不況の影響で 98 年から 6 年連続で 3 万

人を超え、交通事故死の 3 倍である。2002 年のデータでは、自殺理由として、健康問題（45％）に次いで経

済生活問題（26%）が二番目にきており、40 歳以上の中高年男性の自殺が多く、景気の動向やリストラなどに

大きく影響されていると言われている。 

 

 

 

２． COFIX とは、何か？ 

 

COFIX（Compensation Fairness Index：報酬公正度指数）とは、企業の管理職以上の人材の実力に対する報

                                                   
1 ヒューマンキャピタルソリューション研究所パートナー。外資系石油会社、国連機関コンサルタントや外資系コンサルティング

会社を経て、海外高等教育案件、PFI 案件の経営再建、人事コンサルティングに従事。大阪大学工学部、ダーデン経営大学院卒 
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酬上の組織全体としての公正度を示すもので、100を最大として大きいほど報酬が実力に対して公正という

指標である。 

 

COFIXを計算するには、まず主任クラス以上の全管理職を対象に、責任の大きさ、組織への影響度、仕事の

難しさなど約２０項目について面接から聞き出す。それらデータを表計算プログラムに入力して実力度指数

（PVI：Position Value Index）2を算出し、そのPVIを横軸に縦軸を報酬額とするプロット図を作成する。そして全

体から回帰式（Y=aX2 + bX + c）を算出し、現行の報酬額のバラツキ（統計学では、決定係数というが、相関係

数の２乗）をもって報酬の公正度（COFIX）とする。 

 

下の図１を例にとると、数百名の責任ある管理職人材が働く会社において、横軸にPVI、縦軸に基本給として、

プロットしていく。右に行けばより責任が重く高い実力が必要とされる仕事のPositionで、左にいけば、実力が

低くともこなせるPositionを示している。 

報酬公正度指数

COFIX （Compensation Fairness Index）
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〈図１〉

 
ところで、これまでの経験では、現在エクセレントカンパニーといわれ、他の競争相手が苦戦する不況の中で

もどんどんと業績を伸ばしたキャノンや花王でさえ、１９９０年ごろ、この表のCランクであった。 

 

COFIX 評価 対策 

９０以上 AA 公正度が高い。微調整だけで対応可能。 

８０－９０ A 公正である。一年以内の微調整と評価訓練などで改善できる。 

６０－８０ B ２－３年以内で公正性を高め、評価訓練をすると、競争力が増す。 

４０－６０ C 国内企業平均。評価制度に改善の余地が大きく、抜本的対策が必要。 

４０以下 D 将来性に疑問がある。将来性のためには、経営哲学を変えることが必要 

 

                                                   
2 PVI の原型は、80 年代後半、北欧の大手企業の全世界の拠点で採用された。その後、欧州を中心に広がり、日本でも多く

の大企業に採用され有効性が実証された。特に、管理部門や技術研究など従来評価が難しいとされた部門を含め、組織全体

に共通の指数として使用できる点が特徴である。 
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３． 日本の行政機関の動き 

 

本年９月２１日の日経新聞の記事に、「独立行政法人、労働政策研究・研修機構は、主要企業約三千社に

十月から本格的な人材の市場価値に関する調査を行う。業種・職種別に、部下数などを基にした仕事の重

みや専門性などに基づいて仕事別の市場価値を割り出し、それと賃金との相関をまとめたデータベースを構

築。ネット上などで公表して、企業が社内の賃金体系を適正化することなどに活用してもらう考えだ。こうした

データが整備されると、人材市場価値算定の客観性も増す。」とある。 

 

従来日本の労働省の全国賃金調査は、常に年令を横軸として、付帯的事項としては、妻帯者子供２人という

ような条件をモデルとしてきたが、本年になってやっと、部下数、仕事の重み、専門性など、つまり、私たちが

一般に考える人間の実力を横軸として、給与調査を始めたものである。 

 

これは、過去１０年近くにわたり、現ヒューマンキャピタルソリューション研究所（IHCS）代表パートナーの前田

卓三3やその関係者が、政府関係機関の仕事を通して影響を与えてきた結果でもある。 

 

 

４． 「人基準」と「仕事基準」 

 

日本では、人々の考え方が、いまだに：「人基準」である。「人基準」とは、その人の年令、性別、学歴など、そ

の人が努力で変えられない要素や仕事の価値と異なる要素（例：年齢、性別、人間関係）で「人」を評価し、

報酬を支払う方法である。このような「人基準」になった理由としては、戦後の貧しい時代に、最低限、どれく

らいの報酬があれば、それぞれ生活できるかという生活給の形で報酬が支払われたことによっている。 

 

日本には、８０年代までの順調な経済成長と先進諸国との競争があったが、９０年代以降は、発展途上国との

競争も加わった。人々の考えかたが、未だに先進諸国では珍しい「人基準」であるのは、そのような経済発展

の急激な変動の中で、日本人自身が意識変革できないためであろう。 

 

日本の「人基準」では、人が「人」を評価し、その評価に従って報酬が支払われるような感覚があるが、「仕事

基準」では、人が創造する「仕事の価値」を評価し、それに報酬を支払うという考え方である。職場で部下に

注意する場合も、部下の人間性や人格をとやかく言う「人基準」でなく、あくまで、部下の仕事を対象とする

「仕事基準」でおこなうべきことは、言うまでもない。 

 

このような評価・報酬制度の考え方は、欧米では古くから当然のことであるが、欧州において米国の評価手

法を基に、企業経営に役立つように洗練された形に様々の指標が開発され、また、実用的に簡略化された

のは、20 数年前にさかのぼる。 

                                                   
3 IHCS は、代表パートナー：前田卓三氏が、外資系コンサルティング会社 2 社の社長、外資系監査法人関連のコン

サルティング会社取締役会長をへて 2002 年に設立、欧州を起源とする「付加価値報酬制」を中心にコンサルティン

グをしている。「仕事基準」という概念は、彼の共著「人事報酬マネジメント プレジデント社刊」で紹介している。 



 
4/5 

この「仕事基準」という概念は、あらゆる組織で哲学的転換を起こさせる力があり、日本の経済社会の問題を

解決する重要な鍵ではないかと思われる。 

 

 

５． 「人基準」により日本中に広がったモラールハザード 

 

職場の皆がインターネットを使用しメールで情報交換しているにも関わらず、中高年の管理職だけが、パソコ

ンを触ろうともしないような例がある。この場合、一見、中高年が悪いような印象を受けるが、PC を使うための

努力をさせないで済ませてきたという原因の１つが、仕事の価値と関係なく報酬が決まる「人基準」の考え方

である。つまり、「人基準」評価の日本では、年を取ったらその分余分に報酬が支払われてきたのであるから、

モラールハザードが起こることは、止むを得ないだろう。 

 

「人基準」では、人が人を評価するために、評価者によって評価が動き、結局、明瞭な評価ができない。だか

らどこまで行っても不安で、まず、周りの関係者が、どう感じているか、どう思うかを見てから、自分の考え方を

決定する人が多くなる。日本中の組織でこういう「人基準」のメンタリティで仕事をしているのであるから、誰も

真剣に考え判断せず、多くの組織でマネジメント上の不徹底や障害が起こる。 

 

日本企業の事務効率が、欧米企業の半分以下だと言われてきて久しいが、「人基準」では、市場の価値創

造をみて意思決定するという習慣が育たず、職場の人間関係にエネルギーを使うので、組織全体の効率が

落ちるのである。簡単に数えられないほどの数の印鑑が並ぶ稟議制度も、多くの伝統ある企業の「人基準」

の結果である。 

 

「人基準」の組織では、個々の従業員が、精神的に独立できず、本来独立して機能を果たすべき品質管理

や環境対策の担当者までもが、誤った判断やプロセスを容認せざるを得なくなる。その結果、内部告発という

形でメディアや公的組織に真実をもらさざるを得ない不幸な例が後をたたない。 

 

「人基準」では、数年に一度来る昇格の前は、成果主義の職場でも、必ず該当する部下にトップランクの成

績を与えることが通例になる。人材の昇進に差ができず、結果平等になる。そのため、若い本来優秀な人材

を育てることができなくなるのである。 

 

「人基準」の制度は、疲労破壊を起こしており、最近の 10 数年で日本経済を衰退させた一つの大きな要因で

ないかと思われる。 
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６． COFIX の考え方のベース「仕事基準」は、自殺も防ぐ。 

 

「仕事基準」の評価・報酬制度は、仕事の価値を評価し報酬を支払うので、基本的に人に背番号のように報

酬額がつかない。各ポジションで創出されるべき仕事の価値が決められ、報酬が支払われるのである。その

ために、同じ会社でもより自由に仕事を選べるという選択肢を与える。報酬は、人間の価値と無関係であり、

各人は、その仕事を選ぶのである。子供を育てている女性が、仕事を通して社会参加している場合や、年老

いた両親を見なければならない人達は、時間的に余裕のあるポジションを選択したいだろう。 

 

年齢や性に関わらず各従業員が創出する「仕事の価値」で報酬が決まるとなると、運用がはるかに簡単にな

る。貢献できない人材は、それ以上昇進せず、そのレベルの報酬で変化しない。しかし、既にその人が創出

する付加価値に見合った報酬なのであるから、年齢を理由にリストラされることもない。 

 

不況時でも、３０歳前後までなら求人は多数ある。しかし、４５歳を過ぎると急に転職が難しくなるが、中高年

は、年齢から想定される報酬と期待される肩書きのために、職が見つかりにくいのであるが、「仕事基準」では、

そのような年齢差別や性差別などが最低限になるだろう。 

 

リストラの場合も転職の場合も、「人基準」は冷酷であるが、「仕事基準」なら人にやさしいのである。 

 

これまでに説明した「人基準」と「仕事基準」の違いをまとめると下図のようになるが、一見、簡単な用語である

のに、裏にある意識の変化で人の感じ方、行動、組織全体の効率などを根底から変えてしまうところが、重要

な点である。 

 

正に、欲求段階説を唱えたアメリカの心理学者 アブラハム・マズローの言う「哲学が変わればすべてが変わ

る。」ということが起きるのである。 

 

人規準

１．人が人を評価する（不可能）

２．評価があいまい、不透明

３．評価が上司次第で変わる

４．人間関係にエネルギーを使う

５．競争相手は社内のライバル

６．人の階層が社内の壁を作る

７．社内官僚主義が横行

８．国際性の欠如

仕事規準

１．人が仕事を評価する（可能）

２．評価は明確、透明

３．誰が上司でも評価は変わらない

４．仕事にエネルギーを集中

５．競争相手は市場

６．フラットな組織

７．バウンダリレス オーガニゼーション

８．国際性  

 

なぜ、COFIX が役立つか。それは、COFIX のベースとなる考え方が、仕事の価値をベースとして、報酬を支

払うことを公正と見ているため、日本独特の非効率な経営や組織文化を大きく改善できるからである。 


